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1. 業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容の概要
（1）取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びに損

失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 取締役会は、経営リスクのマネジメントを行い、全社的な内部統制システムの整備の推進及
び緊急時（重大なコンプライアンス違反、重大な食品事故、甚大な被害が生じた災害等）の危
機対応を行います。なお、これらの事項を決議する取締役会には、顧問弁護士等の社外の専門
家の出席を要請し、決議内容の公正性を担保するものとします。
② 全社的な内部統制システムの整備、リスク・クライシスのマネジメント及びコンプライアン
ス体制の推進等に関する実働組織として、全社的リスクのマネジメントを行う「リスク・コン
プライアンス委員会」及びディスクロージャーの信頼性リスクのマネジメントを行う「内部統
制委員会」を設置しております。なお、監査役は、上記の委員会に出席し意見を述べることが
できます。
③ 職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ高い企業倫理観を保つとともに、社会的責任を果
たすため、「モスグループ行動規範」の周知徹底を図ります。
④ 内部通報制度に関する規程に基づき、社内及び社外に相談窓口を設置し、迅速な対応を実施
します。なお、当社の内部通報制度は、匿名を保持することによって、またはいかなる不利益
な取扱いも当該規程において禁止することにより、内部通報者の継続的な保護を徹底します。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
「情報セキュリティ管理規程」、「文書管理規程」その他の社内規程に従い、取締役の職務執行
に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、保存及び管理を図ります。取締役及び監査役は、
いつでも、これらの文書等を閲覧できるものとします。

（3）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は、取締役、執行役員等の職務分掌を定め、当該職務分掌に基づき、取締役、執行
役員等に業務の執行を行わせます。
② また、以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図ります。
ａ）取締役会により経営計画を策定し、これに基づく事業部門ごとの業績目標及び予算の設定
（管理会計）を行い、取締役及び執行役員ごとの業績目標を明確にします。
ｂ）各取締役は、毎月開催する取締役会において、業務目標の達成状況、課題解決のための取
り組み等（管轄する執行役員に関する事項を含む）を報告することにより、業務執行状況の
管理、監督を受けます。なお、執行役員は四半期に１回取締役会に報告を行うものとしま
す。

― 1 ―

2022年05月20日 18時24分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



ｃ）取締役会による月次業績のレビューと改善策を実施します。

（4）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社及びグループ各社間での業務の適正を確保するとともに、「関係会社管理規程」に基づ
き情報の共有化、指示及び要請の伝達等の適正化を図ります。
② グループ各社に関する重要事項については、「関係会社決裁権限基準」等に基づき当社取締
役会または当該会社を主管する取締役が決裁を行う等、グループ経営における一体性の確保を
図ります。
③ 内部監査部門は、定期的に当社及びグループ各社の内部監査を実施し、改善指導及び助言を
行います。グループ各社に関連する事項は、適宜、グループ管理を行う部門に通知するものと
します。
④ 当社グループは監査役の連絡会を設置し、各社の監査役と当社の内部監査部門及び監査役が
緊密に連携して当社グループにおける監査役監査及び内部監査の効率化、高度化を図ります。

（5）財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループは、金融商品取引法の定めに従い、「財務報告に係る内部統制管理規程」及び

「財務報告に係る内部統制実施要綱」を制定し、財務報告に係る内部統制の整備及び運用につい
ては、「内部統制委員会」がこれを行い、当該統制システムの整備状況及び運用状況の評価につ
いては、内部監査部門を中心とした「内部統制評価チーム」がこれを行います。これらを通じ
て、当社グループは、健全な内部統制環境の構築に努めるとともに、業務プロセスの統制活動を
実施し、財務報告の信頼性と適正性を確保するための有効かつ正当な評価を可能とする財務報告
に係る内部統制システムを構築します。

（6）監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制
並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項及びその使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

① 監査役会からの要請があった場合には、その要請に基づき監査役室を設置し、当社グループ
の業務の執行に係る役職を兼務しない専属の使用人を配置し、監査業務を補助するものとしま
す。
② 監査役室に属する使用人の人事異動及び当該使用人を懲戒に処する場合には、あらかじめ監
査役会の同意を得るものとします。
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（7）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役、使用人が監査役に報告をするため
の体制その他の監査役への報告に関する体制

① 取締役及び使用人は、コンプライアンス及びリスクに関する事項等、会社に著しい損害を及
ぼすおそれのある事実等を発見した場合は、速やかに監査役に報告します。グループ各社の監
査役が監査活動の中で当該事実等を発見した場合、またはその報告を受けた場合は、監査役連
絡会に報告します。この報告者等については、内部通報制度における通報者と同等の保護が受
けられることが監査役連絡会に関する規程において定められています。
② 内部監査部門、リスク・コンプライアンス部門を担当する役員は定期的に、担当部門の業務
状況について監査役に報告しなければならないものとします。なお、当該報告は取締役会の中
で実施されることを妨げません。
③ 監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するために、重要な会議に出席
するとともに、主要な稟議書その他の業務執行に関する重要文書を閲覧し、必要に応じて取締
役または使用人に対し、その説明を求めることができるものとします。取締役及び使用人は、
監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告を行わなければ
ならないものとします。

（8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役会が、必要に応じて専門の弁護士、会計士等に対して、監査業務に関する助言を受け
る機会を保障します。そのために支出した費用については、監査役の職務の執行に必要なもの
ではないと認められる場合を除き、当社がこれを負担します。その他監査役の職務の執行によ
って生ずる費用のため、年間の監査計画に基づく経費予算を確保するものとします。
② 監査役は、内部監査部門が実施する内部監査にかかる年次計画について事前に説明を受け、
その実施状況について、適宜、報告を受けるものとします。
③ 監査役及び監査役会は、会計監査人と定期的に会合を持つ等緊密な連携を保つとともに、会
計監査人の監査計画については事前に報告を受けるものとします。
④ 取締役社長（必要に応じて、他の取締役）と監査役との定期的な意見交換を実施します。

（9）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況
「モスグループ行動規範」において、市民生活の秩序及び安全に脅威を与える反社会的な勢力
または団体とは一切の関係を持たず、これらの圧力に対しても毅然とした対応で臨み、断固とし
て対決して、その圧力を排除することを宣言しております。なお、反社会的勢力へは、法務・総
務担当部門が、警察、弁護士等の専門機関と連携し対応してまいります。
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2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおり
であります。

（1）内部統制システム全般
① 当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況について、内部統制システムの整
備及びリスク・クライシスのマネジメント等のそれぞれを担当する役員が統括する「リスク・
コンプライアンス委員会」（当事業年度は12回開催）、「内部統制委員会」（当事業年度は４回
開催）及び内部監査部門による監査を実施し、健全な内部統制環境の構築に努めました。
② また、当社グループの全社員が持つべき意識、取るべき行動として制定した「モスグループ
行動規範」を、事業年度の年初に全社員が読み、再確認をして、高い企業倫理観を保つととも
に、社会的責任を果たすように徹底しました。
③ 社外取締役及び社外監査役は、独立役員会等を通じて、取締役会の意思決定及び業務執行の
妥当性と適正性を確保するための助言や提言を実施しているほか、取締役等とのミーティング
で会社の経営やコーポレート・ガバナンス等について意見交換をすることにより、業務執行を
監督・監査しました。

（2）コンプライアンス及びリスクマネジメント
「リスク・コンプライアンス委員会」は、リスク・コンプライアンス室長を委員長、社内主要
部門の責任者を委員として構成し、リスクを未然に防ぐために社内リスクのモニタリングを行
い、その結果の討議、推進プログラムの進捗等を確認し、リスクのマネジメントに努めていま
す。

（3）取締役の職務執行
原則として定時取締役会を毎月開催するほか、必要に応じて適宜臨時開催することで迅速な経
営判断を行いました（当事業年度は合計18回開催）。また、より本質的な議論を行うため、議案
の絞り込み、事前の資料送付の早期化等、運営方法の見直しを図りました。

（4）グループ会社管理体制
① 「関係会社決裁権限基準」に基づき、取締役会において、グループ会社に関する重要事項に
ついて報告を受け、その承認を行いました。
② また、当社及び子会社の監査役から構成されるモスグループ監査役連絡会を開催（当事業年
度は２回開催）し、当社グループにおける監査役監査及び内部監査の効率化、高度化を図りま
した。
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（5）監査役の監査体制
① 監査役は、取締役会、取締役ミーティングその他重要会議への出席及び主要な稟議書その他
の業務執行に関する重要文書を閲覧し、適宜使用人からのヒアリングをすることにより当社の
内部統制システム全般をモニタリングするとともに、より効率的な運用について助言を行いま
した。
② 監査役の監査業務を補助する使用人として、内部監査部門の使用人が監査役会事務局等、適
宜監査役の補助業務に従事いたしました。
③ また、監査役会を開催（当事業年度は14回開催）し、経営の適法性・妥当性・コンプライ
アンスに関して、広く意見交換、審議、検証し、適宜経営に対して助言や提言を行いました。
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3. 株式会社の支配に関する基本方針
当社は、当社株式の大量取得行為を行うとする者に対しては、当該買付けに関する情報の開示
を積極的に求め、当社取締役会の判断、意見等とともに公表する等して、株主の皆様が当該買付
けについて適切な判断を行うための情報の確保に努めるとともに、その判断のために必要な時間
を確保するように努める等、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講
じる所存です。
また、当社は、定款第17条において買収防衛策の基本方針を株主総会の決議により定めるこ
とができる旨を規定しており、今後、経営環境の変化その他の状況に応じて、当社の企業価値・
株主共同の利益を確保・向上するためには買収防衛策が必要と判断した場合には、同条の規定に
基づき所要の手続きを経たうえで買収防衛策を導入することを検討します。
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4. 連結注記表
1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び連結子会社の名称
・連結子会社の数 10社
・連結子会社の名称
㈱エム・エイチ・エス、㈱モスクレジット、㈱モスストアカンパニー、㈱モスシャイン、
モスフード・シンガポール社、魔術食品工業(股)、モスフード香港社、
モスサプライ・フィリピン社、モストレーディング・ベトナム社 他１社
（連結範囲の変更）
従来、連結子会社でありました㈱モスダイニングは2021年７月に清算結了したため、連結の範囲か

ら除外しております。なお、清算までの損益計算書は連結しております。
また、モストレーディング・ベトナム社他１社については、当連結会計年度において新たに設立した
ため、連結の範囲に含めております。

② 主要な非連結子会社の名称等
・主要な非連結子会社の名称
モグ インドネシア社、香港モスバーガーインベストメント社、広東摩斯貝格餐飲管理有限公司（香港
モスバーガーインベストメント社の子会社）
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合
う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない
ため、連結の範囲から除外し、持分法適用の非連結子会社としております。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社 ３社
・会社等の名称
モグ インドネシア社、香港モスバーガーインベストメント社、広東摩斯貝格餐飲管理有限公司

② 持分法を適用した関連会社 ８社
・会社等の名称
紅梅食品工業㈱、タミー食品工業㈱、安心食品服務(股)、モスバーガー・タイランド社、
モスバーガー・オーストラリア社、モスバーガーコリア社、モスバーガー・フィリピン社、モスバーガ
ー・ベトナム社

（持分法適用範囲の変更）
モスバーガー・ベトナム社については、当連結会計年度において新たに設立したため、持分法適用の

関連会社に含めております。

― 7 ―

2022年05月20日 18時24分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



③ 持分法を適用していない関連会社等の数及び会社等の名称等
・㈱モスファーム熊本 他６社
（持分法を適用しない理由）
持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ
て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が
ないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
・子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法
・その他有価証券
市場価格のない株式等以外もの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総
平均法により算定）

市場価格のない株式等 総平均法による原価法
ロ．デリバティブ
時価法

ハ．棚卸資産
・商品及び製品 主として、月次総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に
より算定）

② 重要な固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によってお
ります。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・ソフトウエア（自社利用） 社内の利用可能期間（５年）に基づく定額法
・のれん 定額法（５年）
ただし、重要性が乏しい場合には、発生年度に全額償却しております。

ハ．リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、在外連結子会社については、国際財務報告基準に基づき財務諸表を作成しており、国際財
務報告基準第16号により、リースの借手については、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資
産及び負債として計上しており、資産計上された使用権資産の減価償却方法は定額法によっており
ます。
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③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下のとおり貸倒引当金を計上しております。
・一般債権 貸倒実績率法によっております。
・貸倒懸念債権及び破産更生債権等 財務内容評価法によっております。

ロ．投資損失引当金
関係会社への投資に対する損失に備えるため、投資先の財政状態の実情を勘案し、一定の算定基準に
よる必要額を見積計上しております。

ハ．役員賞与引当金
役員賞与の支払いに備えるため、連結会計年度に対応する支給見込額に基づき計上しております。

ニ．賞与引当金
従業員に支給する賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

ホ．ポイント引当金
販売促進を目的としたポイント制度に基づき付与したポイントの利用に備えるため、当連結会計年度
末において将来利用されると見込まれるポイントに対してその費用負担額をポイント引当金として計
上しております。

へ．役員株式給付引当金
役員株式交付規程に基づく役員への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給
付債務の見込み額に基づき、役員株式給付引当金を計上しております。

ト．株式給付引当金
株式交付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付
債務の見込み額に基づき、株式給付引当金を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、その発生時の翌連結会計年度に費用処理することとしております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。）
及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日。）
を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交
換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「10. 収益認識
に関する注記」に記載のとおりです。
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⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社等の資産及び負債は、各子会社の決算日における直物為替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含
めて計上しております。

（4）追加情報
（株式付与ＥＳＯＰ信託について）
従業員に中期経営計画への参画意識を持たせ、中長期的な業績向上や株価上昇に対する意欲や士気の高揚

を図ることにより、堅実な成長と中長期的な企業価値の増大を促すことを目的として、当社及び当社グルー
プ従業員（以下「従業員」という）を対象とした従業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」
を導入しております。

1. 取引の概要
本制度では、株式付与ＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plaｎ）信託（以下、「ＥＳＯＰ
信託」）と称される仕組みを採用しております。ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ制度を参考にし
た従業員インセンティブ・プランであり、ＥＳＯＰ信託が取得した当社株式を、予め定める株式交付
規程に基づき、一定の要件を充足する従業員に交付するものであります。なお、当該信託が取得する
当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。
ＥＳＯＰ信託の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することがで
きるため、株価を意識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高める効果が期待
できます。また、ＥＳＯＰ信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候補である
従業員の意思が反映される仕組みであり、従業員の経営参画を促す企業価値向上プランとして有効で
あります。
2. 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に
自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度253百万
円、90千株であります。
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（役員報酬ＢＩＰ信託について）
当社取締役を対象に、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的と
して、「役員報酬ＢＩＰ信託」制度を導入しております。
1. 取引の概要
本制度としては、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信託」という）

と称される仕組みを採用しております。ＢＩＰ信託とは、米国の業績連動型の株式報酬
（Performance Share）制度及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）制度を参考にした役員に
対するインセンティブ・プランであり、役位及び業績目標の達成度等に応じて取締役にＢＩＰ信託に
より取得した当社株式を交付するものであります。
当社は、取締役のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出するこ
とにより信託を設定しております。当該信託は予め定める役員株式交付規程に基づき取締役に交付す
ると見込まれる数の当社株式を、当社（自己株式処分）または株式市場から取得しております。
当社は役員株式交付規程に従い、取締役に対し各事業年度の役位及び中期経営計画で掲げる業績目
標の達成度に応じてポイントを付与し、原則として、取締役退任時に累積ポイントに相当する当社株
式を当該信託を通じて無償で交付いたします。
2. 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に
自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度29百万
円、９千株であります。
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2. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し
た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしており
ます。これにより、従来、販売費及び一般管理費に計上していた販売促進費等の顧客に支払われる対
価については、取引価格から減額する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱
いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額
を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しており
ます。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに
従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用して
おりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期
首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会
計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛

金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとしました。
この結果、当連結会計年度の売上高は520百万円減少し、販売費及び一般管理費は520百万円減少
しましたが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響はありません。また、利益剰
余金の当期首残高への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す
る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、
連結計算書類に与える影響はありません。
また、「8.金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等
の注記を行うこととしました。
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3. 表示方法の変更に関する注記
(連結損益計算書関係)
前連結会計年度において、営業外費用の「雑支出」に含めていた「支払手数料」は、営業外費用の総
額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。また、前連結会
計年度において、独立掲記しておりました営業外費用の「解約違約金」は営業外費用の総額の100分の
10以下となり重要性が乏しいため、当連結会計年度より「雑支出」に含めて表示しております。なお、
前連結会計年度の「支払手数料」及び「解約違約金」は、それぞれ56百万円及び166百万円でありま
す。

4. 会計上の見積りに関する注記
(1)固定資産の減損
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連
結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
店舗固定資産

（単位 百万円）
事業区分 連結貸借対照表計上額

国内モスバーガー事業 3,738
海外事業 4,912
その他飲食事業 120

② 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
店舗固定資産の減損の兆候判定及び認識の要否判定に用いる将来の営業損益及び割引前将来キャッ
シュ・フローの見積りは、規制環境や店舗周辺環境の変化等による影響を受け、実際に発生した営業
損益及びキャッシュ・フローが見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、減
損損失の金額に重要な影響を与える可能性があります。
また、新型コロナウイルス感染症については、事業や地域、業態、立地等の条件によって影響のあ
る店舗はあるものの、翌連結会計年度以降の当社グループの事業活動へ与える影響は全体として軽微
であるものと仮定し、会計上の見積りを行っております。
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5. 連結貸借対照表に関する注記
（1）顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ
以下のとおりであります。
受取手形 4 百万円
売掛金 5,383 百万円
契約資産 － 百万円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 16,992百万円
（3）担保に供している資産及び担保に係る債務

資金決済に関する法律等に基づき、有価証券172百万円及び投資有価証券343百万円（対応する債務、
モスカード（プリペイドカード）に係る流動負債「その他」930百万円）を担保に供しております。

（4）コミットメント契約
当社及び連結子会社（㈱モスクレジット）は、効率的な資金調達を行うため、取引銀行とコミットメン
ト契約を締結しております。当連結会計年度末日におけるコミットメント契約に係る借入未実行残高は
次のとおりであります。
貸出コミットメントの総額 6,000百万円
借入実行残高 －百万円
未実行残高 6,000百万円

（5）契約負債
流動負債「その他」のうち、契約負債の金額は以下のとおりであります。
契約負債 33 百万円

6. 連結損益計算書に関する注記
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧

客との契約から生じる収益の金額は、「10.収益認識に関する注記（1）顧客との契約から生じる収益を分解
した情報」に記載しております。

― 14 ―

2022年05月20日 18時24分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



7. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末における発行済株式の種類及び数

普通株式 32,009,910株
（2）配当に関する事項
① 配当金支払額
イ．2021年６月23日開催の定時株主総会による配当に関する事項
・配当金の総額 343百万円
・１株当たり配当額 11円
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月24日

ロ．2021年11月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 375百万円
・１株当たり配当額 12円
・基準日 2021年９月30日
・効力発生日 2021年12月13日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2022年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案
しております。
・配当金の総額 500百万円
・１株当たり配当額(*1) 16円
・配当の原資 利益剰余金
・基準日 2022年３月31日
・効力発生日 2022年６月30日
(*1) １株当たり配当額16円の内訳は、普通配当14円・創業50周年記念配当２円となります。
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8. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、投融資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入等により調達しております。
一時的な余資については利回りが確定しており、かつ、元本割れの可能性が極めて少ない金融商品を
中心に運用することとしております。デリバティブ取引については、為替変動リスクを回避するため
に利用し、投機的な取引は行わない方針であります。
なお、一部の連結子会社では、金融業を行っております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、取引先企業等の信用リスクに晒されておりま

す。
有価証券及び投資有価証券は、主にその他有価証券に該当する余資運用の債券（社債、仕組債等）

及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、加
盟店等の取引先企業等に対し長期貸付を行っており、取引先企業等の信用リスクに晒されておりま
す。長期貸付金には定期借地権等に係る建設協力金等が含まれております。
賃貸物件において預託している差入保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、短期借入金、未払金、未払法人税等は、その全部が１年以内

の支払期日であります。これらの営業債務等の流動負債は、その決済時において流動性リスクに晒さ
れております。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資及び

投融資に係る資金調達です。変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されております。また、リー
ス債務は、主に設備投資に係る資金調達です。
デリバティブ取引は、外貨建金銭債務に係る為替相場の変動リスクに対するヘッジを目的として為替
予約を行っております。
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③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは営業債権及び長期貸付金並びに差入保証金について、各事業部門における営業管
理セクションが主要な取引先の状況を常時モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す
るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
また、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、相手先の契約

不履行による、いわゆる信用リスクはほとんど無いと判断しております。
ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把
握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
借入金については、長期借入金の金利変動リスクを回避するため、原則として固定金利による借

入を実施しております。
なお、デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って取引を行

っております。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとと
もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市

場リスクを示すものではありません。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
（単位 百万円）

連結貸借対照表
計 上 額 時価 差額

（1）有価証券及び投資有価証券(*2)(*3) 13,023 13,211 188
（2）長期貸付金 1,462

貸倒引当金(*4) △0
1,461 1,472 10

（3）差入保証金 4,735
貸倒引当金(*4) △0

4,735 4,635 △100
資産計 19,220 19,318 98

（1）長期借入金 38 37 △0
（2）リース債務(*5) 3,955 3,947 △8

負債計 3,993 3,984 △8
(*1)「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「支払手形及び買掛金」「未払金」「未払法人税等」に

ついては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略してお
ります。また、連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合への出資その他これに準ずる事業体
への出資については、記載を省略しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は93百万円でありま
す。

(*2) 投資有価証券には持分法適用の上場関連会社株式を含めており、差額は当該株式の時価評価によるもので
あります。

(*3) 市場価格のない株式等は「(1) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結
貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位 百万円)
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 1,847
(*4) 長期貸付金、差入保証金に計上している貸倒引当金を控除しております。
(*5) １年以内返済予定のリース債務を含んでおります。
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（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
(単位 百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
その他有価証券
株式 3,839 － － 3,839
債券(国債・地方債等) 516 － － 516
債券(社債) － 2,992 － 2,992
その他 － 496 3,021 3,517

資産計 4,356 3,489 3,021 10,866

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
(単位 百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
上場関連会社株式 2,345 － － 2,345
長期貸付金 － 1,472 － 1,472
差入保証金 － 4,635 － 4,635

資産計 2,345 6,107 － 8,452
長期借入金 － 37 － 37
リース債務 － 3,947 － 3,947

負債計 － 3,984 － 3,984
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（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式、国債、社債及び上場関連会社株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式、国債及び
上場関連会社株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一
方で、当社が保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められな
いため、その時価をレベル２の時価に分類しております。相場価格が入手できない仕組債等は、取引金融機
関等から入手した価格によっており、将来キャッシュ・フローの割引現在価値法などの評価技法を用いて時
価が算定されています。時価の算定にあたっては観察可能なインプットを最大限利用しており、インプット
には、国債利回り、為替レート、信用スプレッド、スワップレート、ボラティリティ、相関係数等が含まれ
ます。算定にあたり重要な観察できないインプットを用いている場合には、レベル３の時価に分類しており
ます。

長期貸付金及び差入保証金
長期貸付金及び差入保証金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、そ

の将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標を基に割引現在価値法により算定しており、レベル
２の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（注２）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル３の時価に関する情報
① 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益

(単位 百万円)
有価証券及び
投資有価証券

合計その他有価証券
その他

期首残高 3,101 3,101
当期の損益又はその他の包括利益
損益に計上(*1) △1 △1
その他の包括利益に計上 △79 △79

期末残高 3,021 3,021
当期の損益に計上した額のうち連結貸借対照表日において保
有する金融資産及び金融負債の評価損益 － －

(*1) 連結損益計算書の「受取利息」に含まれております。

② 時価の評価プロセスの説明
当社はレベル３と判定した時価については、第三者である取引金融機関等から入手した価格によっており

ます。第三者から入手した価格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びインプットの確認
や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証しております。

③ 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
有価証券及び投資有価証券の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは、信用スプレッ
ド、ボラティリティ、相関係数です。一般的に、これらのインプットの著しい増加（減少）は、時価の著し
い低下（上昇）を生じさせることとなります。
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9. 賃貸等不動産に関する注記
当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、飲食施設等（土地を含む。）を有しておりま
す。これら賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであり
ます。

（単位 百万円）

店舗の種類
連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末の時価当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

当 連 結 会 計 年 度
増 減 額 当連結会計年度末残高

モスバーガー店舗 416 14 431 418

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

（注２）当連結会計年度増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。
店舗改装等による増加（53百万円）、店舗等の売却等による減少（０百万円）、減損損失の計上（５百
万円）、その他減価償却費等

（注３）当連結会計年度末の時価は、主として固定資産税評価額に基づいて自社で算定した金額（指標等を用
いて調整を行ったものを含む。）であります。

また、賃貸等不動産に関する2022年３月期における損益は、次のとおりであります。
（単位 百万円）

店舗の種類
連結損益計算書計上額

賃貸損益
その他

賃貸収入 賃貸経費 賃貸損益
モスバーガー店舗 240 196 43 4

（注１）賃貸収入及び賃貸経費は、賃貸収入とこれに対応する費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課
等）であり、それぞれ「設備賃貸料」、「設備賃貸費用」に計上されております。

（注２）その他は、特別利益に計上されている「固定資産売却益」、特別損失に計上されている「固定資産売
却損」、「固定資産除却損」、「減損損失」等であります（△は損失）。
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10. 収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位 百万円)
報告セグメント

合計国内
モスバーガー
事業

海外事業 その他
飲食事業

その他の
事業

加盟店への卸売上高 40,875 － 12 － 40,887
直営店売上高 19,858 8,179 1,448 － 29,486
その他の営業収入 2,292 4,518 12 150 6,973
顧客との契約から生じる収益 63,026 12,697 1,473 150 77,347
その他の収益 380 － 0 718 1,099
外部顧客への売上高 63,407 12,697 1,473 869 78,447

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、主にフランチャイズ（ＦＣ）加盟店に対する物品の卸売販売、直営店舗の運営によるサー

ビスの提供、ＦＣ加盟店に対する店舗運営指導等を行っております。

加盟店への卸売上高
加盟店への卸売上高は、主にＦＣ加盟店に対する食材・包材等の販売であります。当該販売は、商品を引

渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。顧客との契約により約
束された対価は履行義務の充足時点から概ね１か月で支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は
含まれておりません。

直営店売上高
直営店売上高は、主に飲食店における顧客からの注文に基づく商品の提供であります。当該商品の提供

は、顧客に商品を提供し、対価を収受した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識し
ております。対価のうち現金で決済されたものについては、顧客への商品の提供と同時に支払いを受けてい
るため、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。また、クレジットカード等で決済されたもの
については、クレジット会社等が別途定める支払条件より履行義務充足後、短期のうちに支払いを受けてお
り、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
顧客がクーポン等を使用する場合の取引価格は、顧客との契約により約束された対価からクーポン等によ

り充当された金額を減額しております。
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その他の営業収入
主なその他の営業収入は、主に店舗運営希望者との間で締結したＦＣ契約により受領した収入（ロイヤル

ティ収入及び広告宣伝料収入）によるものであります。
ロイヤルティ収入及び広告宣伝料収入は、ＦＣ加盟店の売上高に一定割合を乗じて測定し、その発生時点

等を考慮して収益を認識しております。顧客との契約により約束された対価は履行義務の充足時点から概ね
１か月で支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期
に関する情報
① 契約負債の残高等

(単位 百万円)
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 4,991
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 5,387
契約負債（期首残高） 43
契約負債（期末残高） 33
契約負債は、主にＦＣ加盟店への卸売販売に関する前受金であります。契約負債は、収益の認識に伴い

取崩されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額
は、43百万円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１
年を超える重要な契約がないため、記載を省略しております。残存履行義務は主にＦＣ加盟店への食材・
包材等の販売であります。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な
金額はありません。

11. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,567円14銭
（2）１株当たり当期純利益 110円91銭

12. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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5. 個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
イ．子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法
ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外もの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総
平均法により算定）

・市場価格のない株式等 総平均法による原価法
② 棚卸資産
・商品及び製品 月次総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に
より算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
・ソフトウエア（自社利用） 社内の利用可能期間（５年）に基づく定額法
・のれん 定額法（５年）
ただし、重要性が乏しい場合には、発生年度に全額償却しております。

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用 定額法
（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下のとおり貸倒引当金を計上しております。
・一般債権 貸倒実績率法によっております。
・貸倒懸念債権及び破産更生債権等 財務内容評価法によっております。

② 投資損失引当金
関係会社への投資に対する損失に備えるため、投資先の財政状態の実情を勘案し、一定の算定基準によ
る必要額を見積計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額に基づき計上しております。

④ 賞与引当金
従業員に支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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⑤ ポイント引当金
販売促進を目的としたポイント制度に基づき付与したポイントの利用に備えるため、当事業年度末にお
いて将来利用されると見込まれるポイントに対してその費用負担額をポイント引当金として計上してお
ります。

⑥ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
発生していると認められる額を計上しております。
また、数理計算上の差異は、発生時の翌事業年度に費用処理することとしております。
なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会
計処理の方法と異なっております。

⑦ 役員株式給付引当金
役員株式交付規程に基づく役員への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務
の見込み額に基づき、役員株式給付引当金を計上しております。

⑧ 株式給付引当金
株式交付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の
見込み額に基づき、株式給付引当金を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社は、主にＦＣ加盟店に対する物品の卸売販売、直営店舗の運営によるサービスの提供、ＦＣ加盟店

に対する店舗運営指導等を行っております。
加盟店への卸売上高は、主にＦＣ加盟店に対する食材・包材等の販売であります。当該販売は、商品を
引渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。
直営店売上高は、主に飲食店における顧客からの注文に基づく商品の提供であります。当該商品の提供
は、顧客に商品を提供し、対価を収受した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識
しております。
その他の営業収入は、主に店舗運営希望者との間で締結したＦＣ契約により受領した収入（ロイヤルテ

ィ収入及び広告宣伝料収入）によるものであります。ロイヤルティ収入及び広告宣伝料収入は、ＦＣ加盟
店の売上高に一定割合を乗じて測定し、その発生時点等を考慮して収益を認識しております。

（5）追加情報
（株式付与ＥＳＯＰ信託について）
株式付与ＥＳＯＰ信託に関する注記については、「４．連結注記表 １．連結計算書類作成のための基本
となる重要な事項等 （４）追加情報」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。
（役員報酬ＢＩＰ信託について）
役員報酬ＢＩＰ信託に関する注記については、「４．連結注記表 １．連結計算書類作成のための基本と
なる重要な事項等 （４）追加情報」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。
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2. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これに
より、従来、販売費及び一般管理費に計上していた販売促進費等の顧客に支払われる対価については、
取引価格から減額する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い
に従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業
年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益
認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと
んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会
計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更につ
いて、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業
年度の期首の利益剰余金に加減しております。
また、前事業年度の損益計算書において、「その他の営業収入」として表示していた金額は、当事業年
度より「売上高」に含めて表示しております。この変更は、「収益認識会計基準」等の適用を契機として
収益の金額をより明瞭に表示するために行ったものであります。なお、前事業年度の「その他の営業収
入」は2,729百万円であります。
この結果、当事業年度の売上高は496百万円減少し、販売費及び一般管理費は496百万円減少しました
が、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高へ
の影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書
類に与える影響はありません。
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3. 表示方法の変更に関する注記
(損益計算書関係)
前事業年度において、独立掲記しておりました営業外費用の「解約違約金」は、営業外費用の総額の
100分の10以下となり重要性が乏しいため、当事業年度より営業外費用の「その他」に含めて表示してお
ります。なお、前事業年度の「解約違約金」は166百万円であります。

4. 会計上の見積りに関する注記
(1)固定資産の減損
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係
る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
店舗固定資産

（単位 百万円）
事業区分 貸借対照表計上額

国内モスバーガー事業 3,678
その他飲食事業 120

② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
「４．連結注記表 ４.会計上の見積りに関する注記 (１)固定資産の減損」に記載した内容と同一であ
ります。
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5. 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 5,733百万円
（2）担保に供している資産及び担保に係る債務

資金決済に関する法律等に基づき、有価証券172百万円及び投資有価証券343百万円（対応する債務、
モスカード（プリペイドカード）に係る「預り金」930百万円）を担保に供しております。

（3）保証債務
加盟店の㈱モスクレジットからの借入に対し、877百万円の債務保証をしております。

（4）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを含む）
短期金銭債権 934百万円
短期金銭債務 1,224百万円
長期金銭債権 423百万円
長期金銭債務 82百万円

（5）コミットメント契約
当社及び連結子会社(㈱モスクレジット)は、取引銀行とコミットメント契約を締結しております。当事
業年度末日におけるコミットメント契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。
貸出コミットメントの総額 6,000百万円
借入実行残高 －百万円
未実行残高 6,000百万円
なお、当該契約は当社分と連結子会社分が一体の契約であり、金額を区分できないため、連結子会社分
も含めた総額で表示しております。

6. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 7,925百万円
仕入高 4,100百万円
販売費及び一般管理費 1,494百万円
営業取引以外の取引による取引高 1,541百万円

7. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 857,530株
（注）普通株式の自己株式の株式数の減少2,524株の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加432株、

単元未満株式の買増請求による減少38株、株式付与ＥＳＯＰ信託口保有の自己株式の交付及び処分
による減少2,918株であります。
なお、当事業年度末日の自己株式数のうち株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する株式数は90,948株、
役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する株式数は9,996株であります。

― 29 ―

2022年05月20日 18時24分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



8. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産
未払事業税等 58百万円
貸倒引当金 18百万円
賞与引当金 111百万円
ポイント引当金 25百万円
投資損失引当金 198百万円
退職給付引当金 131百万円
会員権評価損 15百万円
投資有価証券評価損 8百万円
関係会社株式評価損 549百万円
減損損失 496百万円
資産除去債務 149百万円
その他 142百万円
繰延税金資産小計 1,906百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 －百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,030百万円
評価性引当額小計 △1,030百万円
繰延税金資産合計 876百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 358百万円
資産除去費用 21百万円
繰延税金負債合計 380百万円
繰延税金資産の純額 495百万円
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9. 関連当事者との取引に関する注記

属性 会社等の名称
議決権等
の所有
（被所有）
割合

関係内容
取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 ㈱モスクレジ
ット

所有
直接
100.00％

―
金銭貸付、銀
行借入に対す
る債務保証

貸付金の回収
（注１） 735 短 期 貸 付 金 100

金銭の貸付
（注１） 100 関 係 会 社

長 期 貸 付 金 423

利息の受取
（注１） 5

子会社 ㈱モスストア
カンパニー

所有
直接
100.00％

１名
食材・包装資
材等の販売

食材・包装資
材等の販売
（注２）

7,411 売 掛 金 785

店舗の賃貸 店舗の賃貸
（注３） 1,193

（注１）㈱モスクレジットに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。
なお、担保は受け入れておりません。

（注２）価格、その他の取引条件は、市場実勢及び総原価を勘案し決定しており、他のフランチャイジーと同
一の取引条件であります。

（注３）店舗の賃貸に係る取引条件は、近隣の賃料相場を参考にして、協議の上決定しております。

10. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表 「10.収益認識に関する注

記」に同一の内容を記載しているので注記を省略しております。

11. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,337円94銭
（2）１株当たり当期純利益 76円26銭

12. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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